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●一般会計歳入歳出決算額
　歳入は、前年度と比較して、地方譲与税、地方交付税、使用料及び手数料収入などが減少した
ものの、法人住民税の伸びなどによる市税の増加や国庫支出金、県支出金、市債などの増加によ
り、総額は24億2,547万円（8.8％）増の298億9,253万円となりました。
　歳出は、学校施設の耐震化事業の費用や児玉郡市広域市町村圏組合への負担金などが減少した
ものの、市民プラザ跡地複合施設、児玉総合支所複合施設、本庄東中学校といった大規模建設事
業の費用や土地改良区負担金などの増加により、総額は前年度と比較し20億7,245万円（8.2％）
増の274億901万円となりました。
　また、歳入歳出差引額は24億8,352万円となりました。

市税の内訳

市民一人当たりの市税の負担
合計139,077円

※臨時財政対策債とは、国の地方交付税として交付すべ
き財源が不足した場合に、普通交付税の代替措置として
地方がその財源不足を補てんするため特例的に認められ
た地方債です。

●市有財産の状況（平成25年度末）
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市民税 47億4,884万円
固定資産税 48億6,130万円
都市計画税 6億5,313万円
市たばこ税 6億4,961万円
軽自動車税 1億6,002万円

市民一人当たりに支出したお金
合計344,261円

項目 内容 金額

民生費 高齢者や児童、障害者
等の福祉の推進など 121,044円

総務費 住民窓口、課税徴収、
交通安全など 66,817円

教育費 学校教育の充実、文化・
スポーツの推進など 40,285円

土木費 道路や公園などの公共
施設の整備など 34,207円

公債費 市が借りたお金の返済
金 27,329円

衛生費 健康推進やごみ処理費
など 18,553円

消防費 消防や防災対策など 11,936円

その他 議会費、農業の振興、
商工業の振興など 24,090円

公有
財産

土地 1,828,983㎡
建物 218,600㎡
有価証券（テレビ埼
玉株券ほか） 1,650万円

出資による権利 12億1,660万円
基金 72億　833万円

うち財政調整基金 35億　114万円
債権 入学準備金貸付金等 1,828万円

※市民一人当たりの金額は、平成26年４月１日現在の総人口（79,617人）で計算しています。

●市債残高の状況（平成25年度末）
一般会計 231億3,793万円
（
内　
　
　
　

訳
）

土木債 44億4,713万円
教育債 34億3,048万円
総務債 5億2,873万円
民生債 3億5,790万円
公営住宅債 1億5,194万円
農林水産業債 3億  782万円
その他 臨時財政対策債※など 139億1,393万円

住宅資金貸付事業特別会計 1,042万円
児玉南土地区画整理事業特別会計 5億7,911万円
公共下水道事業特別会計 75億8,171万円
農業集落排水事業特別会計 7億5,733万円
水道事業会計 38億7,172万円

合　　計 359億3,822万円

市民一人当たりの基金の状況 90,538円市民一人当たりの市債の状況 451,389円

一般会計歳出
民生費

35.2%

総務費

19.4%

教育費

11.7%

その他

7.0%
19億1,802万円

消防費

3.5%
9億5,027万円衛生費

5.4%
14億7,711万円

公債費

7.9%
21億7,585万円

土木費

9.9%
27億2,344万円

32億740万円 53億1,975万円

96億3,717万円

274億901万円

一般会計歳入
市税

37.0%

地方交付税

15.0%

国庫支出金

13.9%

市債

11.7%

繰越金

7.1%

その他

1.7%
5億212万円

諸収入

1.7%
5億209万円 分担金及び負担金

1.7%
4億9,492万円

譲与税・交付金

4.5%
13億5,288万円

県支出金

5.7%
16億9,326万円

21億3,050万円

35億649万円

41億4,893万円 44億8,844万円

110億7,290万円
298億9,253万円
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●特別会計歳入歳出決算額
特別会計は、特定の事業を行うために、一般会計と区分して経理される会計です。

会　計　名 歳入決算額 歳出決算額 歳入歳出差引額
国 民 健 康 保 険 93億5,270万円 93億1,523万円 3,747万円
公 共 下 水 道 事 業 19億7,193万円 19億6,863万円 330万円
住 宅 資 金 貸 付 事 業 609万円 577万円 32万円
児玉南土地区画整理事業 2億　221万円 1億9,500万円 721万円
農 業 集 落 排 水 事 業 3億4,339万円 3億4,333万円 6万円
介 護 保 険 50億2,439万円 49億4,825万円 7,614万円
後 期 高 齢 者 医 療 6億6,662万円 6億6,636万円 26万円

●水道事業会計

※収入済額及び支出済額に仮受消費税及び仮払消費税を含みます。
※資本的収支不足額は、内部留保資金で補てんしました。

区　　　分 収入決算額 支出決算額 収入支出差引額
収 益 的 収 支 15億3,950万円 13億6,523万円 1億7,427万円
資 本 的 収 支 4,174万円 7億4,311万円 △ 7億　137万円
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を
公
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し
ま
す

健全化判断比率（％） ①実質赤字比率 ②連結実質赤字比率 ③実質公債費比率 ④将来負担比率
本 庄 市 の 指 標 黒字 黒字 9.2 16.5
早期健全化基準 12.66 17.66 25 350
財政再生基準※ 20 30 35
※本庄市の指標が財政再生基準を上回ると、国などの関与で財政の立て直しを図ることになります。

資金不足比率（％） 水道事業会計 公共下水道事業 農業集落排水事業
⑤ 資 金 不 足 比 率 黒字 黒字 黒字
経 営 健 全 化 基 準 20 20 20

水道事業は、企業会計となっています。

平成25年度　決算概要
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る
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判
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を
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し
ま
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た
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で
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し
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判
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に
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該
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ん
で
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た
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ま
た
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営
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あ
り
ま
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ん
。


